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事業報告書 

2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日まで 

 

Ⅰ 公益事業 

報告本文以外の各事業に係る対象等の概要は、附属明細書に記載したとおりである。 

また、助成事業に係る報告書は、ＨＰに掲載した。 

 

１ 研究事業 

(1) パチンコ・パチスロ遊技障害に関する調査研究 

2023 年 2 月 15 日にオンラインで開催したパチンコ・パチスロ遊技障害研究会（通算 74

回）では、「ギャンブル障害」の該当基準の国際的変化の見通しを共有し、2023 年度の研究

計画及び予算案を策定した。また、遊技障害・ギャンブル障害・ゲーム障害に関する国内の

研究動向について情報を共有した。 

 

(2) シンガポール警察におけるロボット等に関する調査研究 

    都道府県警察では交番等における業務の合理化・省力化を進めていくことが課題となって

いるところ、シンガポール警察は、拾得物自動預入機等情報技術を取り入れたシステムを導

入することにより、デスク業務に従事する必要の無くなった警察官を犯罪多発地域等に配置

している。 

そこで、シンガポール警察における情報技術を取り入れたシステムの活用実態について調

査研究を行うこととし、警察庁生活安全企画課地域警察指導室と協力するとともに、民間調

査会社に委託して、調査を進めているが、海外調査が遅れたため、年度内に調査報告書の作

成が完了しなかった。2023年 6月下旬に調査報告書の作成を完了する予定である。 

 

(3) 諸外国におけるサイバー事案の捜査手法等に関する調査研究 

    警察庁にサイバー警察局・サイバー特別捜査隊が設置され、サイバー事案にかかる事態対

処能力の更なる向上が求められている。 

そこで、米、英、独、仏における捜査体制、サイバー事案の先進的な捜査手法、根拠とな

る法制度並びに被害防止措置、民間事業者の義務等についての調査研究を行った。 

  調査に当たっては、警察庁サイバー捜査課と協力するとともに、民間調査会社に委託し

て、文献調査や各国のサイバーセキュリティを担う捜査機関及び行政機関等の関係者、有

識者等に対する現地調査を行い、報告書に取りまとめた。捜査手法に関し、米国では、法

律等で明記されていない手法であっても、裁判所の令状に記載することで実行可能になる

こと、通信傍受に関しては、フランスでは、「国家司法傍受プラットフォーム」が、情報の

取得及び情報の管理を一元的に行っているなど、調査対象国における迅速、効率的な捜査

を行うための各種制度等を調査研究することができた。 
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２ 安全事業 

(1) 第 31回全国小学生作文コンクール「わたしたちのまちのおまわりさん」 

    全国の小学生から低学年の部と高学年の部を合わせて、4，858点（前年比-59点）の作

品が寄せられ、その中から 42点の優秀作品を選出し、うち 14点について、2022年 12月

24日、読売新聞東京本社において全国表彰式を行った。 

優秀作品をまとめた作文集『わたしたちのまちのおまわりさん 31』は、2023年 2月 20

日に発行し、受賞者に贈呈するとともに全国の警察署等に配布した。 

（読売新聞社、(公社)全国少年警察ボランティア協会との共催） 

 

(2) 社会安全フォーラムの開催 

警察庁の総合科学技術戦略推進本部において、中長期的な視点で AI 等の科学技術を警察

活動に導入していくことを検討しているが、技術面での展望予測や法律的な解釈が喫緊の課

題となっている。 

こうした情勢を踏まえ、国内有識者（科学技術研究者・法学者等）等の専門家を招聘し、

「警察における AI技術の活用に関する現状と課題」と題するフォーラムを 2022 年 12 月 21

日、都内において開催した。フォーラムでは、「AIの利活用による警察活動の将来」「警察に

おける AI 等先端技術の導入に向けた取組」「AI を用いた警察活動におけるコンプライアン

ス上の課題」についての講演を実施し、それをもとにしたパネルディスカッションで多角的

な討論が展開された。 

なお、フォーラムは、会場(約 30 人参加)とオンラインライブ配信を行うハイブリッド方

式により開催した。               （警察政策研究センターとの共催） 

 

 ３ 助成事業 

(1)  研究助成 

安全問題に関する領域を研究対象としている研究者等に対する助成を行った。 

 2020 年度の研究助成については、それぞれ延長されていた 4 件が結了し、2021 年度の研

究助成は、延長されることなくすべて結了した。2022年度は、一般研究助成 2件、若手研究

助成 2件に助成金（交付額合計 5,612,936円）を交付した。 

 

(2) 広域安全事業に対する助成 

国際間及び国内において複数の都道府県に亘って行われる犯罪の予防・少年非行防止・ 

被害者支援等の活動を対象とする各種事業に対して助成を行った。 

新型コロナウイルス感染症の影響から海外安全対策会議が助成対象期間内に事業を実施

できなくなったほか、団体の都合による助成辞退があったが、そのほかの事業助成（8事業

11,118,245円）は、2022年度中に結了した。 
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(3) 県域安全事業に対する助成 

1つの都道府県の域内において、複数の市町村にわたって行われる上記(2)記載の活動を

対象とする各種事業に対して助成を行った。 

2022年度の事業助成（7事業 2,815,000円）は年度中に結了した。 

 

(4) 暴力団排除事業に対する助成の実施 

    地域の住民団体による暴力団事務所進出阻止・撤去活動に対する助成を通年募集したが、

当年度は助成申請がなかった。 

 

(5) 大規模災害発生時における防犯活動緊急支援助成の実施 

大地震、大水害等大規模な自然災害が発生した際には、危険回避のための住民避難が長

期化した地域において、警察等が実施する同地域の治安維持活動に加えて、民間の団体に

よる防犯活動の必要性も大いに求められている。この要望に応えるため、東日本大震災特

別助成の実績を踏まえ、大規模災害の発生前後にかかわらず、防犯活動を行う助成対象団

体を募集、登録し、大規模災害発生時には助成対象事業を募集して、当該防犯活動に必要

な資機材の助成を行うものであるが、当年度は、新規団体登録申請はなく、また助成対象

事業の募集は実施しなかった。 

 

４ 学会賛助 

   次の 4学会に対する賛助を行った。 

    賛助会費 30万円：警察政策学会  

    賛助会費各 20万円：日本犯罪学会、日本犯罪社会学会、日本犯罪心理学会 

 

 

Ⅱ 収益事業 

  定款第 5条の規定に基づき、公益目的事業等に必要な財源を得るため、財団が保有する産業

財産権の提供事業（自主及び委託運用）を行った。 

 

 

Ⅲ 財産の運用・管理 

 

１ 基本財産の処分について 

第 29回理事会第 4号議案及び第 13回定時評議員会第１号議案において、2022年度内に基本

財産の一部を処分する件（金額 5千万円）につき承認決議を得ていたところ、年度内に 5千万

円を処分し手持ち資金に移管した。 
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２ 満期償還となった公債とその取り扱いについて 

 

３ 基本財産の運用について 

2022年度内に満期償還となった公債については、満期償還日に順次、定期預金とした。 

 

 

Ⅳ 事務の概要 

 

１ 会議・各種選考委員会の開催状況 

 (1) 理事会 

   ① 第 30回理事会（2022年 6 月 6 日） 

   ② 第 31回理事会（2022年 8 月 29日） 

 ③ 第 32回理事会（2023年 3 月 7 日） 

 

(2) 評議員会 

   第 13回定時評議員会（2022年 6 月 21日） 

 

(3) 産業財産権運用審議委員会 

   ① 産業財産権運用審議委員会（2022年 4月 25日） 

   ② 産業財産権運用審議委員会（2023年 1月 17日） 

(4） 研究助成選考委員会 

   2023年 1月 25日 

 

(5) 安全事業助成選考委員会 

    2023年 1月 23日 

  

満期償還公債 取り扱い 

堺市平成 24年度第 2回公募公債 

1億円 0.715％ 償還日 2022年 12月 19日 

満期償還日にそれぞれ 

大和ネクスト銀行の定期預金 

（金利 0.005％、1か月、自動更新) 

として、預け入れた。 

 

今後、金利動向を踏まえ、基本財産運用ガイ

ドラインに沿って、社債等の購入を検討する。 

新潟市平成 24年度第１回公募公債 

1億円 0.70％ 償還日 2022年 12月 21日 

徳島県平成 24年度第 1回公募公債 

1億円 0.68％ 償還日 2023年 3月 24日 

愛知県平成 24年度第 19回公募公債 

1億円 0.639％ 償還日 2023年 3月 28日 

岡山県平成 24年度第 2回公募公債 

1億円 0.68％ 償還日 2023年 3月 29日 
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２ 主要事業日誌 

2022年 

4月 1日 金 
2022年度大規模災害時防犯活動緊急助成団体登録公募開始 

2022年度暴力団排除事業助成公募開始 

4月 8日 金 應和監査法人下期監査（～4/11）  

4月 25日 月 産業財産権運用審議委員会（Web会議方式） 

5月 9日 月 應和監査法人期末監査（～5/11） 

5月 24日 火 監査法人による監事への監査結果報告、監事による業務監査 

6月 2日 木 
第 31 回全国小学生作文コンクール 

「わたしたちのまちのおまわりさん」公募開始（～9/9） 

6月 6日 月 第 30回理事会（主婦会館） 

6月 21日 火 第 13回定時評議員会（主婦会館及び Web会議方式） 

6月 30日 木 内閣府への 2021年度分事業報告・収支決算報告 

7月 26日 火 監査法人による監事・専務理事に対する監査方針説明 

8月 29日 月 第 31回理事会（Web会議方式） 

9月 １日 木 2023年度安全事業助成公募開始（～10/14） 

11月 1日 火 2023年度研究助成公募開始（～11/30） 

11月 7日 月 
2023年度安全事業助成申請団体からのヒアリング 

(～11/29 web会議方式) 

11月 24日 木 應和監査法人上期監査（～11/25） 

12月 21日 水 
社会安全フォーラム 

「警察における AI技術の活用に関する現状と課題」ライブ配信 

12月 24日 土 
第 31回全国小学生作文コンクール 

「わたしたちのまちのおまわりさん」表彰式 

 

2023年 

1月 17日 火 産業財産権運用審議委員会（日工組会議室） 

1月 23日 月 安全事業助成選考委員会(Web会議方式) 

1月 24日 火 
警察庁生活安全局保安課及び警察政策研究センターからの 

提案事業に関するヒアリング 

1月 25日 水 研究助成選考委員会(Web会議方式) 

2月 15日 水 第 74回パチンコ・パチスロ遊技障害研究会(Web会議方式) 

3月 7日 火 第 32回理事会(主婦会館及び Web会議方式) 

3月 28日 火 内閣府への 2023年度事業計画・収支予算報告 

 


